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 令和４年度一般会計歳入歳出決算のうち、教育委員会所管の事務事業に

係る決算の概要をご説明申し上げます。 

 

（歳 入） 

 

 教育委員会関係の歳入決算額は、 

予算現額     404億8,462万7,000円 

調定額      377億9,642万4,697円 

収入済額     376億8,013万3,255円 

不納欠損額        94万6,600円 

収入未済額     1億1,534万4,842円 

であります。 

 

（歳 出） 

 

 第１０款教育費のうち、教育委員会関係の歳出決算額は、 

予算現額    1,575億5,194万3,000円 

支出済額    1,539億3,239万9,882円 

翌年度繰越額   26億2,472万9,000円 

不用額        9億9,481万4,118円 

であります。 

 

 以下、お手元の「令和４年度三重県歳入歳出決算に関する説明書」によ

り、ご説明申し上げます。 

  

 

まず、歳入決算につきましてご説明申し上げます。 
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 第８款使用料及び手数料、第１項使用料、第８目教育使用料（５０頁）は、 

予算現額   38億3,857万2,000円 

調定額    37億9,132万4,742円 

収入済額   37億9,121万3,142円 

収入未済額      11万1,600円 で、 

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 高等学校授業料 37億8,108万6,524円 

 土地使用料 200万3,524円 

 建物使用料 35万 765円 

 学校体育施設使用料 777万2,329円 

 なお、収入済額は、予算現額に比べて4,735万8,858円の減収となりまし

たが、これは高等学校授業料及び学校体育施設使用料の減によるものです。 

 収入未済額は、主に高等学校授業料に係るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、第２項手数料、第９目教育手数料（６８頁）は、 

予算現額     1億 496万7,000円 

調定額      1億 630万4,710円 

収入済額     1億 630万4,710円 で、 

収入済額のうち主なものは、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 教育職員免許状授与等手数料 794万3,060円 

 高等学校入学選抜手数料 3,270万2,200円 

 高等学校入学料 6,089万7,050円 

 なお、収入済額は、予算現額に比べて133万7,710円の増収となりました

が、これは主に、高等学校入学料の増によるものです。 
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第９款国庫支出金、第１項国庫負担金、第８目教育費負担金（７８頁）は、 

予算現額       234億9,799万9,000円 

調定額        234億9,366万3,087円 

収入済額       234億9,366万3,087円 で、 

収入済額のうち主なものは、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 義務教育費負担金 234億3,799万4,379円 

 特別支援学校就学奨励費負担金 5,406万1,923円 

 なお、収入済額は、予算現額に比べて433万5,913円の減収となりました

が、これは主に、特別支援学校就学奨励費負担金の減によるものです。 

 

 

 

次に、第２項国庫補助金、第１目総務費補助金（７８頁）のうち、 

教育委員会関係は、 

予算現額        38万6,000円   

調定額            31万3,180円 

 収入済額           31万3,180円 で、 

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

地方消費者行政強化交付金 31万3,180円 

 

次に、第１０目教育費補助金（１０４頁）のうち、教育委員会関係は、 

予算現額    50億5,792万9,000円   

調定額     44億5,044万8,022円 

 収入済額     44億5,044万8,022円 で、 

収入済額のうち主なものは、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 高等学校等就学支援金交付金 30億3,335万8,578円 

学校施設環境改善交付金          3億 344万7,000円 

新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金 
4億4,470万3,588円 
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なお、収入済額は、予算現額に比べて6億748万978円の減収となりまし

たが、これは主に、対象事業の繰り越しに伴う、学校施設環境改善交付金

及び学校安全特別対策事業費補助金の減によるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、第３項委託金、第８目教育費委託金（１１６頁）は、 

予算現額     1億2,665万6,000円 

調定額      1億2,617万3,010円 

収入済額      1億2,617万3,010円 で、 

収入済額のうち主なものは、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

在外教育施設派遣教員委託金 9,298万7,031円 

 なお、収入済額は、予算現額に比べて48万2,990円の減収となりました

が、これは主に、学校安全総合支援事業委託金の減によるものです。 
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第１０款財産収入、第１項財産運用収入、第１目財産貸付収入（１２０

頁）のうち、教育委員会関係は、 

予算現額      7,179万円 

調定額       7,065万3,880円 

収入済額      7,065万3,880円 で、 

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 地所貸下料 3,904万1,294円 

 家屋貸下料 3,161万2,586円 

 これは、自動販売機設置場所を貸付けたことによるものです。 

 

 

 次に、第２目利子及び配当金（１２０頁）のうち、教育委員会関係は、 

予算現額        26万4,000円 

調定額         26万1,945円 

収入済額        26万1,945円 で、 

収入済額は、三重県高等学校等修学奨学基金の運用収入です。 

 

 

次に、第２項財産売払収入、第２目物品売払収入（１２０頁）のうち、

教育委員会関係は、 

予算現額      1,278万8,000円 

調定額        844万7,069円 

収入済額       844万7,069円  で、 

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 物品売払収入（細節） 26万4,009円 

 教育関係物品売払収入（細節） 818万3,060円 

 なお、収入済額は、予算現額に比べて434万931円の減収となりましたが、

これは主に、農業高等学校の動物等売払収入の減によるものです。 
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次に、第３目生産物売払収入（１２２頁）のうち、教育委員会関係は、 

予算現額      4,066万6,000円 

調定額       3,889万9,605円 

収入済額      3,889万9,605円  で、 

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 高等学校生産品売払収入 2,912万  55円 

 実習船漁獲物売払収入 977万9,550円 

 なお、収入済額は、予算現額に比べて176万6,395円の減収となりました

が、これは高等学校生産品売払収入の減によるものです。 

 

 

 

 

 

 

第１１款寄附金、第１項寄附金、第１４目教育費寄附金（１２６頁）は、 

予算現額        18万円 

調定額          22万円 

収入済額         22万円 で、 

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

高等学校等修学奨学金寄附金 12万円 

特別支援学校寄附金 10万円 
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 第１２款繰入金、第２項基金繰入金、第１目基金繰入金（１２８頁）の

うち、教育委員会関係は、 

予算現額     7億6,357万2,000円 

調定額      7億4,057万1,402円 

収入済額     7億4,057万1,402円 で、 

収入済額のうち主なものは、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 体育スポーツ振興基金繰入金（細節） 9,996万8,063円 

 財政調整基金繰入金（細節） 6億4,040万円 

なお、収入済額は、予算現額に比べて2,300万598円の減収となりました

が、これは主に、基金対象事業費の減に伴う体育スポーツ振興基金繰入金

の減によるものです。 

 

 

 

第１３款繰越金、第１項繰越金、第１目繰越金（１３０頁）のうち、教

育委員会関係は、 

予算現額        575万2,000円 

調定額         575万2,000円 

収入済額       575万2,000円 で、 

収入済額は、事業の繰越に伴い前年度から財源を繰り越したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 第１４款諸収入、第４項貸付金元利収入、第１１目進学奨励金返還金収

入（１３４頁）は、 

予算現額       744万4,000円 

調定額         817万2,737円 

収入済額        790万7,033円 

収入未済額       26万5,704円 で、 

収入済額は、予算現額に比べて46万3,033円の増収となりました。 
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 次に、第２２目高等学校等修学奨学金返還金収入（１３４頁）は、 

予算現額     2億4,064万4,000円 

調定額      2億9,394万3,545円 

収入済額     2億7,874万9,208円 

収入未済額     1,519万4,337円 で、 

収入済額は、予算現額に比べて3,810万5,208円の増収となりました。 

 

 

次に、第５項受託事業収入、第８目教育関係受託事業収入（１４２頁）は、 

予算現額     1億 344万5,000円 

調定額      1億 344万5,000円 

収入済額     1億 344万5,000円 で、 

収入済額の内訳は、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 文化財調査受託事業収入 1億 285万5,000円 

 日本周辺高度回遊性魚類資源調査受託

事業収入 
 59万円 

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 次に、第６項収益事業収入、第１目宝くじ収入（１４２頁）のうち、教 

育委員会関係は、 

予算現額     1億7,874万4,000円 

調定額      1億7,784万 115円 

収入済額     1億7,784万 115円 で、 

収入済額は、語学指導等を行う外国青年招致事業に充当したものです。 

 

 

 

 

 



- 9 - 

 

次に、第８項雑入、第２目雑入（１４２頁）のうち、教育委員会関係は、 

予算現額     3億2,691万8,000円 

調定額      3億3,504万7,080円 

収入済額     3億3,330万1,446円 

収入未済額        174万5,634円 で、  

収入済額のうち主なものは、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 教員住宅使用料 2,912万2,717円 

 日本スポーツ振興センター共済負担金 6,219万6,200円 

日本スポーツ振興センター共済給付金 1億6,244万8,214円 

 なお、収入済額は、予算現額に比べて638万3,446円の増収となりました

が、これは主に、自動販売機等光熱水費負担金の増によるものです。 

収入未済額のうち主なものは、高等学校等修学奨学金返還金に係る遅延

損害金です。 

 

                  

 

 次に、第３目過年度収入（１４６頁）のうち、教育委員会関係は、 

予算現額      2,476万円 

調定額      1億2,424万5,277円 

収入済額      2,527万1,110円 

不納欠損額       94万6,600円 

収入未済額       9,802万7,567円 で、 

収入済額および収入未済額のうち主なものは、高等学校等修学奨学金返

還金です。 

不納欠損額は、高等学校修学奨学金返還金で返還義務者の免責許可決定

によるものです。 
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次に、第５目弁償金（１４６頁）のうち、教育委員会関係は、 

予算現額        15万1,000円 

調定額         66万8,371円 

収入済額        66万8,371円 で、 

収入済額は、県立学校における公用車の事故や、総合教育センターの施

設を破損したことによる弁償金です。 

 

  

 

次に、第６目違約金及び延納利息（１４８頁）のうち、教育委員会関係は、 

予算現額            0円 

調定額          2万9,920円 

収入済額         2万9,920円 で、 

収入済額は、県立学校における消火器の購入及び処分委託に係る契約解

除に伴う違約金です。 
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 第１５款県債、第１項県債、第９目教育債（１６８頁）は、 

予算現額    60億8,100万円 

調定額     39億2,000万円 

収入済額    39億2,000万円 で、 

収入済額のうち主なものは、次のとおりです。 

科    目 収 入 済 額 

 校舎その他建築費充当 20億1,100万円 

 特別支援学校施設建築費充当 9億3,300万円 

実習船建造事業費充当 6億7,800万円 

なお、収入済額は、予算現額に比べて21億6,100万円の減収となりました

が、これは主に対象事業の繰越によるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上で歳入決算の説明を終わりまして、引き続き歳出決算につきまして

ご説明申し上げます。 
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 第１０款教育費のうち、教育委員会関係といたしまして、 

 

 第１項教育総務費、第１目教育委員会費（４４４頁）は、 

予算現額       835万5,000円 

支出済額       664万   56円 

不用額        171万4,944円 で、 

支出済額は、教育委員の報酬および教育委員会の開催等に要した経費です。 

 

 

 次に、第２目事務局費（４４４頁）は、 

予算現額    26億2,077万1,000円 

支出済額    25億8,955万4,807円 

翌年度繰越額      50万4,000円 

不用額       3,071万2,193円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 給与費 24億9,048万2,909円  事務局職員の給与費 

 管理企画費 9,209万9,858円 

 教育委員会事務事業の企画

調整、事務局運営、学力向

上県民運動推進、学校防災

推進に要した経費 

 公立文教施設整備

事務費 
147万円 

 公立小中学校施設整備の指

導助言・連絡調整に要した

経費 

 教育政策費 550万2,040円 

 教育改革の推進、高等学校

活性化の推進、地域課題解

決型キャリア教育の推進に

要した経費 

 翌年度繰越額は、管理企画費で、県立学校の児童生徒用備蓄食料を更新

する契約において、入札の不調により計画を見直したことから、年度内の

完了が困難となったため繰り越したものです。 

不用額の主なものは、教育委員会事務局職員に係る給与費及び管理企画

費の執行残です。 
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 次に、第３目教職員人事費（４４６頁）は、 

予算現額    142億4,176万4,000円 

支出済額    140億  2万1,226円 

不用額      2億4,174万2,774円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 人事管理費 3億3,473万1,938円 

 教職員の人事・採用試験、

育成支援、スクール・サポ

ート・スタッフの配置等に

要した経費 

 給与福利管理費 293万1,769円 
 教職員の給与福利管理に要

した経費 

 電算システム管理

費 
7,389万 214円 

 給与・旅費等のシステム運

用管理に要した経費 

 教員免許ステップ

アップ事業費 
510万 303円 

 免許状の授与・検定、免許

更新審査および免許法認定

講習に要した経費 

 教職員退職手当 134億6,728万8,282円  教職員の退職手当 

 教職員人事管理シ

ステム運営費 
1億1,607万8,720円 

 教職員人事管理システム運

用管理に要した経費 

 不用額の主なものは、教職員退職手当の執行残です。 
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 次に、第４目教育指導費（４４８頁）は、 

予算現額    52億3,171万5,000円 

支出済額    49億3,864万5,201円 

翌年度繰越額   1億5,451万4,000円 

不用額      1億3,855万5,799円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 指導行政費 1億7,765万9,140円 

指導主事の活動、職業教育支 

援、学習指導員の配置に要した

経費 

 小・中学校生徒指

導費 
1億2,201万5,910円 

小中学校における学力向上支

援、いじめ・不登校対策、道徳

教育支援等に要した経費 

 高等学校生徒指

導費 
2億4,864万6,017円 

県立高等学校におけるキャリ

ア教育、学力向上対策、国際教

育等に要した経費 

 国際教育費 2億1,374万1,479円 
県立高等学校の外国語指導助

手の活動に要した経費 

 入学者選抜事務

費 
1,373万6,566円 

県立高等学校入学者選抜事務

に要した経費 

 奨学費 37億1,958万5,917円 
 高等学校等修学奨学金、高校生

等奨学給付金及び就学支援金 

 特別支援教育振

興費 
2,708万2,796円 

 県立特別支援学校における医

療的ケアの充実や就労・自立支

援、発達障がい指導・支援等に

要した経費 

 いじめ・不登校対

策充実事業費 
3億8,327万1,252円 

 スクールカウンセラーの配置

等のいじめ・不登校対策に要し

た経費 

 外国人児童生徒

支援費 
3,290万6,124円 

 外国人児童生徒支援に要した

経費 

翌年度繰越額は、指導行政費、小・中学校生徒指導費及び高等学校生徒指

導費に係るものです。 

指導行政費は、学校のＩＣＴ環境について、アドバイザーを小中学校や

市町に派遣する費用や、公立小中学校の送迎用バスに安全装置を設置する

費用を市町へ補助するものです。 
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小・中学校生徒指導費は、公立幼稚園の送迎用バスに安全装置を設置す

る費用や、登降園管理システム及び子ども見守り機器導入費用に加え、感

染症防止対策のための衛生用品の購入等について市町へ補助を行うもので

す。 

 

高等学校生徒指導費は、県立学校において、教員への研修や相談、授業

支援等を行うＩＣＴ支援員を派遣するものです。 

 

これらは、国の令和４年度補正予算に係る事業等であり、完了が令和５

年度になるため繰り越したものです。 

 

不用額の主なものは、指導行政費及び小・中学校生徒指導費の執行残で

す。 

 

 

 

 

 

 

次に、第５目総合教育センター費（４５０頁）は、 

予算現額     1億6,996万7,000円 

支出済額     1億4,628万1,278円 

翌年度繰越額       2,000万円 

不用額        368万5,722円 で、 

 支出済額は、教職員の資質の向上を図るための研修・研究、総合教育セ

ンターの管理運営や教育相談に要した経費です。 

 

翌年度繰越額は、総合教育センターのＬＥＤ化改修工事において、入札

の不調により計画を見直したことから、年度内の完了が困難となったため

繰り越したものです。 
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 次に、第６目人権教育費（４５２頁）は、 

予算現額        8,611万2,000円 

支出済額        8,581万3,566円 

不用額         29万8,434円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 人権教育総合推進

事業費 
7,842万8,386円 

 人権教育の推進及び高等学

校等進学奨励金等に要した

経費 

 学校教育事業費 499万2,627円 
 学校人権教育の推進に要し

た経費 

 社会教育事業費 239万2,553円 
 社会人権教育の推進に要し

た経費 

 不用額の主なものは、人権教育総合推進事業費の執行残です。 

 

 次に、第７目恩給及び退職年金費（４５４頁）は、 

予算現額      1,198万3,000円 

支出済額      1,174万6,325円 

不用額         23万6,675円 で、 

支出済額は、退職教職員の恩給及び年金です。 

 

 

 次に、第８目教職員厚生費（４５４頁）は、 

予算現額     8億3,944万円 

支出済額     8億2,765万2,417円 

不用額       1,178万7,583円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 教職員厚生費 7億7,308万3,408円 
 教職員及び事務局職員の福

利厚生に要した経費 

 教職員住宅費 5,456万9,009円 
 教職員住宅等の維持修繕等

に要した経費 

 不用額は、教職員厚生費及び教職員住宅費の執行残です。 
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 第２項小学校費、第１目教職員費（４５６頁）は、 

予算現額    533億8,590万7,000円 

支出済額    532億8,907万2,200円 

不用額        9,683万4,800円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 給与費 531億6,884万2,351円  小学校教職員に係る人件費 

 旅費 1億2,022万9,849円  小学校教職員に係る旅費 

不用額の主なものは、小学校の教職員に係る給与費の執行残です。 

 

 

 

 

 第３項中学校費、第１目教職員費（４５６頁）は、 

予算現額    295億9,746万6,000円 

支出済額    295億5,078万3,844円 

不用額       4,668万2,156円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 給与費 294億 913万4,180円  中学校教職員に係る人件費 

 旅費 1億3,484万8,180円  中学校教職員に係る旅費 

 学校部活動振興費 680万1,484円 
 中学校の部活動振興に要し

た経費 

不用額の主なものは、中学校の教職員に係る給与費の執行残です。    
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 第４項高等学校費、第１目高等学校総務費（４５８頁）は、 

予算現額    276億2,382万2,000円 

支出済額    276億 696万7,253円 

不用額         1,685万4,747円 で、 

支出済額は、県立高等学校の教職員に係る給与費です。 

 

 

 

 

 次に、第２目高等学校管理費（４５８頁）は、 

予算現額    64億2,212万3,000円 

支出済額    42億7,170万6,723円 

翌年度繰越額  20億4,189万2,000円 

不用額      1億 852万4,277円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 学校運営費 23億1,036万7,463円 
 県立高等学校の管理運営に

要した経費 

 指導運営費 1,172万9,850円 
 県立学校納付金の徴収事務

に要した経費 

 学校部活動振興費 3,387万3,985円 
 県立高等学校の部活動振興

に要した経費 

 情報教育事業費 3億5,147万3,792円 
 情報教育機器設備等の充実

に要した経費 

 実習船運営費 1億4,706万6,711円 
 水産高等学校実習船の運営

等に要した経費 

 校舎その他修繕費 8,437万8,241円 
 県立学校の校舎等の修繕、

維持管理に要した経費 

 財産管理事務費 2億9,758万6,572円 
 県立学校の設備等の財産管

理に要した経費 

 デジタルスクール 

ネットワーク事業費 
2億1,349万3,871円 

 学校情報ネットワークの管

理に要した経費 

実習船建造事業費 8億2,173万6,238円 
 水産高等学校実習船の建造

に要した経費 
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翌年度繰越額は、デジタルスクールネットワーク事業費及び実習船建造

事業費に係るものです。 

 デジタルスクールネットワーク事業費は、学校情報ネットワークシステ

ムに係る基幹サーバ等関連機器の更新を行うもので、機器の調達に不測の

日数を要したことから、年度内の完了が困難となったため繰り越したもの

です。 

  

実習船建造事業費は、水産高等学校において新しい実習船の建造工事を

行うもので、国の令和４年度補正予算に係る事業であり、完了が令和５年

度になるため繰り越したものです。 

不用額の主なものは、学校運営費及び財産管理事務費の執行残です。 

 

 

 

 

 

 次に、第３目学校建設費（４６０頁）は、 

予算現額    25億2,234万1,000円 

支出済額    24億1,463万1,201円 

翌年度繰越額    6,824万8,000円 

不用額        3,946万1,799円 で、 

支出済額は、高等学校の改修や施設整備等に要した経費です。 

翌年度繰越額は、高等学校の受変電設備の改修工事を行うもので、機器

の調達に不測の日数を要したことから、年度内の工事の完了が困難となっ

たため繰り越したものです。 

不用額は、高等学校の改修工事等の執行残です。 
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第５項特別支援学校費、第１目特別支援学校費（４６２頁）は、 

予算現額    138億4,901万5,000円 

支出済額    133億7,023万1,398円 

翌年度繰越額    2億9,182万6,000円 

不用額      1億8,695万7,602円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 給与費 108億2,090万9,775円 
 県立特別支援学校教職員の

人件費 

 学校運営費 5億1,120万8,631円 
 県立特別支援学校の管理運

営に要した経費 

 指導運営費 6億4,680万4,721円 

県立特別支援学校のスクー

ルバスの運行委託、給食調

理・配送業務委託等に要し

た経費 

 就学奨励費 1億7,193万5,351円 

 児童生徒の就学による保護

者の経済的負担の軽減を図

るために要した経費 

 特別支援学校施設

建築費 
12億1,937万2,920円 

 県立特別支援学校の改修や

施設整備等に要した経費 

 翌年度繰越額は、指導運営費及び特別支援学校施設建築費に係るもので

す。 

指導運営費は、県立特別支援学校の送迎用バスに安全装置を設置する費

用や、聾学校幼稚部に登降園管理システム及び子どもの見守りに係る機器

を導入するもので、国の令和４年度補正予算に係る事業であり、完了が令

和５年度になるため繰り越したものです。 

 

特別支援学校施設建築費の主なものは、盲学校、聾学校及び城山特別支

援学校統合寄宿舎建築工事を行うもので、工事のスケジュールを見直す必

要が生じたことから、令和４年度分の出来高の完了が困難となったため繰

り越したものです。 
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不用額の主なものは、特別支援学校施設建築費及び学校運営費の執行残

です。 

 

 

 

 

 

       

 第６項社会教育費、第１目社会教育総務費（４６４頁）は、 

予算現額     1億1,681万7,000円 

支出済額     1億1,578万4,388円 

不用額        103万2,612円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 社会教育推進費 74万9,291円 
 社会教育事業の企画・指導

等に要した経費  

 地域教育推進費 35万5,781円 
 子どもの読書活動の推進等

に要した経費 

 熊野少年自然の家

費 
4,662万  715円 

 熊野少年自然の家の管理運

営に要した経費 

 鈴鹿青少年センタ

ー費 
6,805万8,601円 

 鈴鹿青少年センターの管理

運営に要した経費 

 不用額の主なものは、熊野少年自然の家費及び鈴鹿青少年センター費の

執行残です。 
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 次に、第６目文化財保護費（４６６頁）は、    

予算現額     2億1,960万円 

支出済額     2億1,873万5,235円 

不用額          86万4,765円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 埋蔵文化財費 1億1,705万8,125円 

国道建設工事等に伴う埋蔵

文化財の受託発掘調査およ

び埋蔵文化財センターの管

理運営等に要した経費 

 文化財管理費 1億 167万7,110円 

 国指定および県指定文化財

の保存、天然記念物等の保

存管理等に要した経費 

不用額の主なものは、文化財管理費の執行残です。 

 

 第７項保健体育費、第１目保健体育総務費（４６８頁）は、 

予算現額     4億 494万4,000円 

支出済額     3億4,270万8,194円 

翌年度繰越額      3,984万4,000円 

不用額       2,239万1,806円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 学校保健安全管理

費 
3億2,857万7,669円 

 児童生徒の健康管理、学校

における安全対策等に要し

た経費 

 学校給食対策費 1,413万 525円 

 県立学校給食の衛生・品質

管理の徹底、食育推進等に

要した経費 

 翌年度繰越額は、学校保健安全管理費において、県立学校の感染防止対

策のため必要となる衛生用品を購入する費用で、国の令和４年度補正予算

に係る事業であり、完了が令和５年度になるため繰り越したものです。 

 

不用額の主なものは、学校保健安全管理費の執行残です。 
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 次に、第２目体育振興費（４７０頁）は、 

予算現額     1億9,980万1,000円 

支出済額     1億4,542万4,570円 

翌年度繰越額     790万1,000円 

不用額       4,647万5,430円 で、 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 説      明 

 運動部活動支援事

業費 
9,996万8,063円 

 運動部の全国・ブロック大

会等の開催、参加等に要し

た経費 

 みえ子どもの元気

アップ総合推進事

業費 

4,025万8,731円 

 子どもの体力向上推進、中

学校への武道指導者派遣、

中学校・高等学校への地域

スポーツ指導者派遣に要し

た経費 

 県立学校体育施設

開放事業費 
519万7,776円 

 県立学校の体育施設の開放

に要した経費 

 翌年度繰越額は、みえ子どもの元気アップ総合推進事業費において、中

学校における休日の運動部活動の地域移行を支援するため、各市町が設置

する協議会への補助や指導者研修会を実施する費用で、国の令和４年度補

正予算に係る事業であり、完了が令和５年度になるため繰り越したもので

す。 

 

不用額の主なものは、運動部活動支援事業費およびみえ子どもの元気ア

ップ総合推進事業費の執行残です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上をもちまして、教育委員会関係の令和４年度一般会計歳入歳出決算

の概要説明を終わります。 

 

 何とぞ、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。 


